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 平成 30年度２月補正予算（その２）案等の概要
 
Ⅰ 補正予算案について

国において、２月７日に成立した「平成 30 年度補正予算（第 2 号）」への対応が必要な事 
業について、補正予算措置を講ずる。 

１ 歳入・歳出補正予算案の概要 

(1) 会計別予算額

(2) 一般会計の財源内訳

２ 補正予算案の主な内容 

○ 公共事業の追加                       109億7,471万円

国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」等に対応し、防災のための重要

インフラの機能維持等を図るため、追加の公共事業を行う。

・ 自然公園（大涌谷園地）  2,625 万円 

・ 土地改良（鬼柳（小田原市）他５箇所）     ３億9,560万円 

・ 漁港（三崎（三浦市）他１箇所）    １億 7,500 万円 

・ 道路橋りょう（国道 135号他 36箇所、国直轄事業）   46億  8,454万円 

（参考）
30年度２現／

 29年度２現

一 般 会 計 18,094.93 116.48 18,211.41 94.3 

特 別 会 計 20,247.81 3.41 20,251.22 163.1 

企 業 会 計 1,173.76 － 1,173.76 108.0 

計 39,516.51 119.89 39,636.40 120.8 

会 計 別
前 回 ま で の
累 計 額

２ 月 補 正 予 算
（ そ の ２ ）

２月現計予算額

(単位：億円、％) 

（注）計数は、小数点第２位未満切り捨てのため、符合しないことがある。

(単位：億円) 

地 方 交 付 税 945.90 14.74 960.64 

国 庫 支 出 金 1,082.49 52.64 1,135.13 

県 債 1,820.70 47.83 1,868.53 

そ の 他 14,245.82 1.27 14,247.10 

計 18,094.93 116.48 18,211.41 

２ 月 補 正 予 算
（ そ の ２ ）

２月現計予算額会 計 別
前 回 ま で の
累 計 額

（注）計数は、小数点第２位未満切り捨てのため、符合しないことがある。



・ 河川海岸（小出川他 27 箇所、国直轄事業）  19 億 7,500 万円 

・ 砂防、港湾（土砂災害特別警戒区域指定にかかる基礎調査他）  23 億 8,500 万円 

・ 都市公園（大磯城山公園他３箇所）    １億 1,000万円 

・ 市街地再開発等（大船駅北第二地区他１箇所、地籍調査費補助）  ８億 8,230万円 

・ 流域下水道（相模川及び酒匂川）〔特別会計〕   ３億 4,100万円 

［自然公園については、環境農政局緑政部自然環境保全課長 電話 045-210-4301］  

     ［土地改良については、環境農政局農政部農地課長 電話 045-210-4460］ 

     ［漁港については、環境農政局農政部水産課長 電話 045-210-4530］ 

［上記以外については、県土整備局事業管理部県土整備経理課長 電話 045-210-6070］ 

○新○ 災害拠点病院等における施設等整備の取組み       1 億 ２８万円 

災害拠点病院、救命救急センター及び周産期母子医療センターが災害時においても診

療機能を維持できるようにするため、給水設備の補強等に対して補助する。

また、災害拠点病院の機能強化のため、緊急車両や医療関係団体等との訓練に必要な

資機材の整備に対して補助する。

  ［災害拠点病院については、 

健康医療局保健医療部健康危機管理課長 電話 045-210-4790］ 

   ［救命救急センター・周産期母子医療センターについては、 

    健康医療局保健医療部医療課長 電話 045-210-4860］ 

○新〇 在宅人工呼吸器非常用自家発電設備整備費補助     1,000 万円 

災害時に在宅人工呼吸器使用患者への医療提供を確保するため、長期停電時に患者

に貸し出せる簡易自家発電装置等を整備する医療機関に対して補助する。 

［健康医療局保健医療部医療課長 電話 045-210-4860］ 

○新○ 高齢者施設等における非常用自家発電設備整備等の取組み   5,74６万円 

災害時における高齢者施設や民間障害福祉施設等の機能を維持するため、非常用自家

   発電設備の整備等を行う事業者に対して補助する。 

［高齢者施設等については、 

  福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課長 電話 045-210-4830］ 

［民間障害福祉施設については、 

 福祉子どもみらい局福祉部障害サービス担当課長 電話 045-210-4702］ 

○ 子ども・子育て支援人材確保育成事業費 ２億 1,610 万円 

保育士を目指す学生の資格取得を支援するため、養成機関の修学資金等の貸付事業

を行う事業者に対し、その経費を補助する。

［福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課長 電話 045-210-4660］  

一部 



○ 母子家庭等自立支援事業費    2,809 万円 

ひとり親家庭の親の資格取得を支援するため、養成機関への入学準備金等の貸付事業

   を行う事業者に対し、その経費を補助する。

［福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課長 電話 045-210-4650］  

○新○ 農業経営体育成支援事業費 3,822 万円 

経営感覚に優れた農業の担い手を育成するため、市町村の作成する人・農地プランに

位置付けられた認定農業者等が行う、経営発展に取り組む際に必要となる農業機械や施設

の導入に対して、市町村を通じて補助する。 

［環境農政局農政部農業振興課長 電話 045-210-4420］ 

○ 畜産経営環境整備事業費   1億 8,777 万円 

畜産物の輸入に対する競争力や畜産経営の収益力を向上させるため、意欲ある畜産業

の担い手が行う、生産基盤の強化を目的とした畜舎等の整備に対し、市町村を通じて補助

する。

  ［環境農政局農政部畜産課長 電話 045-210-4500］ 

○ 羽田連絡道路整備特別補助金                              ２億9,051万円

羽田空港跡地と川崎市殿町地区を結ぶ連絡道路の整備を促進するため、川崎市が分担

する費用の一部に対して補助する。 

［政策局自治振興部地域政策課長 電話 045-210-3250］ 

○新○ 山岳スポーツセンタークライミング施設整備費    8,300 万円 

東京2020オリンピック競技大会で「スポーツクライミング」が実施種目とされたことを契機と

して、本県の山岳スポーツの更なる振興を図るため、山岳スポーツセンター（秦野市戸川）の

クライミングウォールの整備等を行う。

［スポーツ局スポーツ課長 電話 045-285-0791］ 

Ⅱ 条例案等について 
○ 建設事業に対する市町負担金

県の行う建設事業について、土地改良法、地方財政法及び下水道法に基づき、その受

益の限度において経費の一部負担を市町に求める。

［環境農政局農政部農地課長 電話 045-210-4460］ 

［環境農政局農政部水産課長 電話 045-210-4530］ 

［県土整備局河川下水道部下水道課長 電話 045-210-6440］ 

一部 



問合せ先 

Ⅰ 補正予算案について 

神奈川県総務局財政部財政課 
課長          黒岩   電話 045-210-2250 
課長代理（予算調整担当） 渡邊   電話 045-210-2252 

Ⅱ 条例案等について 
神奈川県政策局総務室 
企画調整担当課長  柏木  電話 045-210-3012 

企画調整第一グループ 山下  電話 045-210-3022 


	問合せ先

